
 
資料５ 

平成 27・28年度福島県建設工事等入札参加資格審査について 

 

平成 2６年６月９日 

入 札 監 理 課 

 

国では、社会保険未加入対策として、国土交通省直轄工事において、元請業者及び一

定規模以上の工事の一次下請業者を社会保険加入業者に限定することとしております。 

県においても建設業者の社会保険加入を推進するため、国に準じ、平成27・28年度

の工事に係る入札参加資格申請から、社会保険（健康保険、厚生年金保険及び雇用保険

をいう。以下同じ。）への加入を資格審査を受けるための要件とし、県発注工事の入札

参加有資格者名簿に登録できる建設業者を社会保険加入業者に限定することとします。

（個人事業主等であって社会保険の適用除外となる場合は除きます。） 

社会保険加入の有無を判断する基準日は、審査基準日としますが、平成27・28年度

基本受付については、新たな要件の周知期間と未加入者の加入手続期間を確保するため

に特例を設けることとし、申請書受付の開始日（平成26年9月1日）において社会保険

に加入していれば、資格審査を受けることができるようにします。 

 

申請区分 審査基準日 申請日（受付期間） 

基本受付 平成 26年 7月 1日 平成 26年 9月 1日～11月 29日 

追加第 1回 平成 27年 1月 1日 平成 27年 6月 1日～6月 30日 

追加第 2回 平成 27年 7月 1日 平成 28年 1月 4日～1月 29日 

追加第 3回 平成 28年 1月 1日 平成 28年 6月 1日～6月 30日 

 

 

  原子力災害による影響が継続していることから、平成 25・26年度建設工事等入札参

加資格申請時と同様の審査基準日の特例措置を講じます。 

具体的には、平成 23・24年度工事等請負有資格業者名簿（以下「前々回名簿」とい

う。）に登録されており、その主たる営業所又は従たる営業所の所在地が、平成 23年 3

月 11日時点で警戒区域等（警戒区域、計画的避難準備区域及び旧緊急時避難準備区域

を指します。）にあった方は、区域の設定による経営状況への影響を考慮し、審査基準日

を平成 23年 3月 11日と平成 26年７月 1日から選択できることとします。 

ただし、平成 23年 3月 11日を審査基準日として選択した場合でも、発注種別に対

応した建設業の許可を申請日現在も有しており、かつ、本来の審査基準日である平成 26

年７月 1日において有効な経営事項審査を受けていることが必要です。 

１ 資格審査における社会保険加入要件について【新規】 

２ 原子力災害による影響への対応（審査基準日の選択制） 
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（１）新卒者採用の評価について【新設】 

建設業界における技術者不足が問題となっている現在、若手技術者等の確保・育成

の観点から、新卒者を採用した場合に新たに評価することとします。 

 

ア 新卒者とは、資格審査の審査基準日の 3年前の年度の４月１日以降に学校教育法

に規定する高等学校、大学、大学院、短期大学、高等専門学校及び専修学校又は職

業能力開発促進法に規定する公共職業能力開発施設及び職業訓練人が設置する認定

高等職業訓練校の過程（在職者訓練を除く。）を卒業した者とします。 

なお、採用前の職歴があっても評価対象とします。 

イ 新たに採用した新卒者を審査基準日において常用雇用し、かつ、申請日において

継続して雇用している場合、１名につき５点、最高 20 点を、申請のあった全業種

に加点評価します。 

ウ 新卒者が従事する業務の区分は問いません。（事務系及び技術系ともに評価の対象

とします。） 

エ 新卒者が有期雇用（期間の定めのある雇用契約による雇用）職員、アルバイト、

パートタイマー、日雇い又は派遣社員の場合は、加点評価の対象としません。 

 

 

（２）東日本大震災等への対応の評価について【評価対象の拡大】 

平成 25・26年度名簿で評価した、東日本大震災、平成 23年新潟・福島豪雨、平

成 23年台風 15号による災害への対応は、引き続き評価します。 

また、平成 26 年 2 月豪雪への対応について、平成 27・28 年度入札参加資格審

査から新たに評価することとします。 

 

 

３ 主観的事項の評価項目について（県内業者の方のみ） 
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